
株式会社アイ・ピー・エル

1. 活用推進者

2. 会社概要

動画配信事業部
取締役
上原 誠

 社 名
 所 在 地
 設 立
 代 表 者
 資 本 金
 社 員 数

：株式会社アイ・ピー・エル
：神奈川県厚木市中町4丁目9番17号 ハラダセンタービル
：1992年（平成4年）2月
：代表取締役社長 吉川 実
：1,000万円
：41名（2023年3月末現在）

3. iCD取組み効果

経営戦略の達成とイノベーションを呼ぶ会社組織の構築

自己実現と組織貢献
による満足度向上

強いチーム作りと
組織ミッションの達成

経営

組織
リーダ

社員
（個人）

：成果のあった項目（実線）

：今後成果を予定している項目（点線）

自社タスク定義
AsIs＆ToBe

利益率向上に向けた
循環システムの達成

評価基準作成作業
の次世代への委譲

自身の
立ち位置の把握

経営への
参画意識の向上

目標設定の
明確化 価値判断基準

の統一化

iCD活用による
業績向上



4. iCD取組みの効果及び今後予定する効果内容

効果内容4.1. 効果のあった項目

iCD活用に取り組む経営姿勢そのものが、社員の支持を獲得し、
社員満足度向上に貢献。特に、iCD活用に積極的なチームの業
績が大幅に向上するなど、経営改善に大きく寄与した。

経営者を含まない人事評価者が集まる評価者会議の中で評価
制度の全面改定作業を実施し、施行にまで至った。

社員の経営への参画意識を高めた。これは評価制度を構築す
るために社員が参画するワークショップを開催し、自社に必要な
人材像の洗い出しと、事業継続に必要なタスクの洗い出しを実
施したことによる。

人事考課実施前にiCDを使った自己評価を実施し、自身のレベ
ルを可視化。人事考課の考課者面談時のツールとして活用する
ことで、自身の立ち位置を明確に把握できるようになった。

個々の社員の目標をiCDのタスクを使って明らかにした。また、
人事考課の際に「iCDレベルアップシート」を活用することで、目
標設定の定着化を図った。

経営への
参画意識の向上

自身の
立ち位置の把握

予定している効果内容4.2. 効果を予定している項目

経営プロセスの中にiCDの評価制度を組み込み、利益向上のた

めのタスクを研究して日々追加できるモデル、また、タスクの見
直しを定期的に行う事ができるモデルを構築する。

組織内における人事評価のための価値判断基準を統一化する。
共通の価値判断基準を持つことにより組織内の結束力を高め、
社員が持つ個々の能力の最大化を図る。

目標設定の明確化

評価基準作成作業
の次世代への委譲

利益率向上に向けた
循環システムの達成

価値判断基準の
統一化

iCD活用による
業績向上



5. iCD活用に対する現場からの評価の声

AIやブロックチェーンなど新しい技術を活かしたビジネスが続々と登

場する中、これからは社内人材を活性化し新商品をつくる企業が生
き残る時代になると感じている。
仕事への関り方をiCDでしっかりと把握し、新しい時代をつくるために
顧客、社員を含む周囲の関係者がWin-Winになれる関係を築く。そこ
に注力を注ぎたい。iCDを活用したことで社内人材が活性化し、弊社
は次のステージへと向かうことができた。

iCDがあったおかげで、人事評価制度を自ら構築できるのだという気
づきを得ることができた。

メンバーに対してどのように考課を行うべきかを評価者会議で議論す
ると、おのずと自らがどのように振舞わなければならないかにも気づ
かされる。タスクディクショナリを眺めながら、メンバーの育成のみな
らず会社の発展の方向性も考えるようになるなど、多方面で物事を
考えられるようになった。

タスクが細かく分かれていて、かつ、前回の自己評価が分かるので、
自分が半期の間に何をどれだけできるようになったのか、できるよう
になっていないのか、次の半期ではどこを伸ばせばいいか(バランス
が取れるかなど)、ということが非常に分かりやすく、自己成長におい
て役に立っている。

経営者

現場リーダー

社員



6. iCD取組みの効果

■効果項目：iCD活用による業績の向上

iCD活用に取り組む経営姿勢そのものが、社員の支持を獲得し、社員満足度向上に貢献。特に、iCD活用に積
極的なチームの業績が大幅に向上するなど、経営改善に大きく寄与した。

2015年6月から始まった人事評価制度改革への取り組みに対して社内アンケートを実施したところ、多くの社員
から好意的な意見が寄せられた。アンケートに記載された文章の一部を下記に転載する。

【参考資料1】 人事評価制度改革に対する社内アンケート（一部抜粋）



6. iCD取組みの効果

iCDを活用し、自社内でワークショップ（WS）を実施。人事制度改革を社員が主体的に推進しながら、iCDタスクリ
ストに基づく評価を開始した。一連の流れから明らかになったことは、iCDの活用によってチーム力や従業員ロ
イヤルティーが目に見える形で上がった事である。 iCDワークショップ参加率と業績との間に相関関係も見られ、
特にiCD活用に積極的なチームの業績向上は目覚ましく、従来では考えられないほど優良な顧客を次々と開拓
できるようになった。

【参考資料2】 iCDワークショップ参加率と売上の対比
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6. iCD取組みの効果

取引社数はiCD導入前と比較し6倍以上に伸び経営改善に大きく寄与した。

【参考資料4】 取引社数の伸び
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【参考資料3】 売上高営業利益率の伸び



6. iCD取組みの効果

■効果項目：経営への参画意識の向上

社員の経営への参画意識を高めた。これは評価制度を構築するために社員が参画するワークショップを開催し、
自社に必要な人材像の洗い出しと、事業継続に必要なタスクの洗い出しを実施したことによる。

従来の人事考課制度はトップダウンで作成された考課制度で、どのように評価され、どのように運営されている
かなど、社員に対する透明性、公平性、納得性が担保できていなかった。2015年6月に自社独自のiCDワーク
ショップの開催計画を立て全社員から参加者を募ったところ、半数を超える社員が参加を申し出た。家庭の事情
で参加できない社員も、パイロットレコーディングへの参加という形で協力を希望する者が出るなど、社員の期
待度が高いことがわかった。

2週にわたるワークショップは、iCDワークショップに参加したメンバーが中心となり、呼びかけに呼応した社内の
メンバーを集めて実施され、経営理念を元に、下図のようなマインドマップが形成された。

【参考資料5】 社内ワークショップ時に作成したマインドマップ



6. iCD取組みの効果

■効果項目：自身の立ち位置の把握

2015年の人事考課実施前にiCDタスクリストに基づく自己評価を実施し、自身のレベルを可視化。人事考課の
考課者面談時のツールとして活用することで、自身の立ち位置を明確に把握できるようになった。

実際に、自身の立ち位置が明確化されたとの意見が大勢を占め、あきらかに従来のように基準が曖昧な状態と
比べ、自己の状況について説明できるようになった点で改善が伺えた。

各メンバーの立ち位置は、ポートフォリオ分析において数値で明確化されるため、経営戦略策定の材料としても
非常に有益な情報となる。

【参考資6】 自社ポートフォリオ



6. iCD取組みの効果

■効果項目：目標設定の明確化

個々の社員の目標をiCDのタスクを使って明らかにした。また、人事考課の際に「iCDレベルアップシート」を活用
することで、目標設定の定着化を図った。

2016年春の人事評価からiCDタスクリストに基づく目標達成度合いについて評価を開始した。
本評価を行う際のガイドとなるように、「iCDレベルアップシート」の名称で新しいフォーマットを作成し、本シート
に記載した内容で、評価者と被評価者間のコミュニケーションを図った。

本シートは被評価者が評価者に向けて、期中の成長をアピールするために記述するシートである。背景色の白
い欄を期首に記述して評価者へ渡し、背景色のピンクの欄を期末（人事考課の時期）に記述して再度評価者へ
渡す。評価者は期中の成果とiCDタスクの評価項目とを照らし合わせて自己評価の妥当性をチェックし、人事考
課結果へと反映させる。

iCDはタスクが多く、評価者が全てのレベルの妥当性をチェックするのに時間がかかるため、被評価者自身に半
期集中して伸ばしたいiCDのタスクを列挙してもらい、そのタスクの成長度合いを評価者が判定する仕組みとし
ている。

本シートを使用することで目標内容が明確に文書として記録され、半期に一度の目標設定の定着化に役立った。
また評価者間の評価のブレを抑える事にも役立った。

【参考資料7】 iCDレベルアップシート

期首の自己評価と、
期末の自己評価を記述する

期末時点での成果を
具体的に記述する



6. iCD取組みの効果

■効果項目：評価基準作成作業の次世代への委譲

「経営陣が制度設計に深く関与しない、新しい人事評価制度を実現する。」

この目標は、次の内容を実現するための目標でもある。

1. 評価制度の透明性・公平性・納得性の担保
2. 社員の経営への参画意識の向上
3. より働きやすい職場環境の構築

これらを実現するためには、リーダー層（評価者）が主体となって評価基準を作成する風土を築く必要があり、
風土づくりの為に次の施策を実施した。

1. 評価者同士が評価制度の運用の悩みを気軽に意見交換する会議体（評価者会議）を設ける
2. 議事進行は持ち回りで実施し、会議の議事録は共有し、課題対応は分担する
3. 会議体の自然消滅を防ぐため、全社員研修後に毎回実施する

上記活動を繰り返し実施する過程で、旧来の人事評価の課題を解決する新たな人事評価制度案が立案された。
新しい人事評価制度案は経営陣に承認され、2018年3月より運用を開始した。2015年に運用を開始したiCDに
よる評価は従来通り残された。

これにより、すべての評価基準は経営者が深く関与しない形で作成されたこととなり、2015年のiCD導入から始
まった「評価基準作成作業の次世代への委譲」が完了した。


